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※5/25 緊急事態宣言
全面解除

日本全体の感染者数の推移

今、急いで解決すべきこと ※2020.6.16未来投資会議でも発言

・レセプトデータの日々登録化（現在は月次。東京などの一部地域だけでも有効。）
・個人情報の「２０００個問題」（個人情報保護のルールが自治体ごとに異なること。）
→ 国・地方自治体・大学が連携してデータに基づく感染症対策を実現
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